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●日本郵便（東京）事件 

 

【事案の概要】 

本件は、第一審被告（日本郵便株式会社）の時給制契約社員として有期労働契約を締結している第一審

原告ら（３人）が、第一審被告の正社員との間で、正社員と同一内容の業務に従事していながら、各労働

条件（外務業務手当、年末年始勤務手当、早出勤務等手当、祝日給、夏期年末手当、住居手当、夏期冬期

休暇、病気休暇、夜間特別勤務手当、郵便外務・内務業務精通手当）において相違があることが労働契約

法２０条に違反するとして、（ア）第一審被告の社員給与規程及び社員就業規則の各規定が第一審原告ら

にも適用される労働契約上の地位にあることの確認を求めるとともに、（イ）上記差異が同条の施行前に

おいても公序良俗に反すると主張して、同条の施行前については、不法行為による損害賠償金等の支払

いを求め、（ウ）同条の施行後については、①主位的に同条の補充的効力を前提とする労働契約に基づき

正社員の諸手当との差額の支払いを求め、②予備的に不法行為による損害賠償金等の支払を求めた事案

である。 

（１）第一審判決（平成 29 年９月 14 日 東京地裁）は、第一審原告らの請求について、上記（ア）（イ）

（ウ）の主位的請求を棄却し、（ウ）②の予備的請求のうち一部労働条件（年末年始勤務手当、住居手

当、夏期冬期休暇、病気休暇）について不合理な相違があるとし、年末年始勤務手当、住居手当につ

いて不法行為に基づく損害賠償請求を認容し、夏期冬期休暇、病気休暇の相違については損害賠償請

求をしていないとした。これに対し、第一審被告、第一審原告らが控訴した。 

（２）第二審判決（平成 30 年 12 月 13 日 東京高裁）は、以下のとおり年末年始勤務手当、住居手当、

夏期冬期休暇、病気休暇については不合理な相違があるとして、年末年始勤務手当、住居手当、病気

休暇については不法行為に基づく損害賠償を命じ、夏期冬期休暇については損害額の主張立証がない

として損害賠償の請求を棄却した。その余の労働条件については不合理とは認められないとした。 

ア 年末年始勤務手当については、年末年始の期間における労働の対価として一律額を基本給とは別

枠で支払うという年末年始勤務手当の性格等に照らせば、長期雇用を前提とした正社員に対しての

み、年末年始という最繁忙時期の勤務の労働に対する対価として特別の手当を支払い、同じ年末年

始の期間に労働に従事した時給制契約社員に対し、当該手当を全く支払わないことに合理的な理由

があるということはできない。 

イ 住居手当については、新人事制度においては、正社員のうちの新一般職は、転居を伴う配置転換

等は予定されない。したがって、新一般職も時給制契約社員も住宅に要する費用は同程度とみるこ

とができるから、新一般職に対して住居手当を支給する一方で、時給制契約社員に対してこれを支

給しないという労働条件の相違は、不合理であると評価することができるものであるから、労働契

約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。 

ウ 夏期冬期休暇については、国民的な習慣や意識などが変化し、夏期冬期休暇は、お盆や帰省のた

めとの趣旨が弱まり、休息や娯楽のための休暇の意味合いが増しているが、国民一般に広く受け入

れられている慣習的な休暇との性格自体には変化はないというべきである。したがって、夏期冬期

休暇の取得可能期間がお盆の時期及び年末年始に限られていないことによって、同休暇の上記性格

が失われたとはいえない。夏期冬期休暇の趣旨は、内容の違いはあれ、一般的に広く採用されている

制度を第一審被告においても採用したものと解される。したがって、第一審被告の従業員のうち正
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社員に対して上記の夏期冬期休暇を付与する一方で、時給制契約社員に対してこれを付与しないと

いう労働条件の相違は、不合理であると評価することができるものであるから、労働契約法２０条

にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。 

エ 病気休暇については、労働者の健康保持のため、私傷病により勤務できなくなった場合に、療養

に専念させるための制度であると解するのが相当であるとした上で、長期雇用を前提とした正社員

に対し日数の制限なく病気休暇を認めているのに対し、契約期間が限定され、短時間勤務の者も含

まれる時給制契約社員に対し病気休暇を１年度において１０日の範囲内で認めている労働条件の相

違は、その日数の点においては、不合理であると評価することができるものとはいえない。しかし、

正社員に対し私傷病の場合は有給（一定期間を超える期間については、基本給の月額及び調整手当

を半減して支給）とし、時給制契約社員に対し私傷病の場合も無給としている労働条件の相違は、不

合理であると評価することができるものであるから、労働契約法２０条にいう不合理と認められる

ものに当たると解するのが相当である。 

 

【令和 2 年 10 月 15 日最高裁第一小法廷判決】 

 

令和元年（受）第７７７号，第７７８号 地位確認等請求事件            

令和２年１０月１５日 第一小法廷判決  

   

            主     文  

１ 第１審被告の上告を棄却する。  

２ 原判決中，第１審原告らの夏期休暇及び冬期休暇に係る損害賠償請求に関する部分を破棄し，同部

分につき本件を東京高等裁判所に差し戻す。  

３ 第１審原告らのその余の上告を棄却する。  

４ 第１項に関する上告費用は第１審被告の負担とし，前項に関する上告費用は第１審原告らの負担と

する。  

            理     由  

 第１ 事案の概要  

 １ 本件は，第１審被告と期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）を締結して勤

務している時給制契約社員である第１審原告らが，期間の定めのない労働契約（以下「無期労働契約」

という。）を締結している労働者（以下「正社員」という。）と第１審原告らとの間で，年末年始勤務手

当，病気休暇，夏期休暇及び冬期休暇（以下「夏期冬期休暇」という。）等に相違があったことは労働

契約法２０条（平成３０年法律第７１号による改正前のもの。以下同じ。）に違反するものであったと

主張して，第１審被告に対し，不法行為に基づき，上記相違に係る損害賠償を求めるなどの請求をする

事案である。  

 ２ 原審の確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。  

  (1)ア 第１審被告は，国及び日本郵政公社が行っていた郵便事業を承継した郵便局株式会社及び郵便

事業株式会社の合併により，平成２４年１０月１日に成立した株式会社であり，郵便局を設置して，郵

便の業務，銀行窓口業務，保険窓口業務等を営んでいる。  
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 イ 第１審原告Ｘ１及び第１審原告Ｘ２は，いずれも，国又は日本郵政公社に有期任用公務員として任

用された後，平成１９年１０月１日，郵便事業株式会社との間で有期労働契約を締結し，同社及び第１

審被告との間でその更新を繰り返して勤務する時給制契約社員である。また，第１審原告Ｘ３は，平成

２０年１０月１４日，郵便事業株式会社との間で有期労働契約を締結し，同社及び第１審被告との間で

その更新を繰り返して勤務する時給制契約社員である。第１審原告Ｘ１及び第１審原告Ｘ３は，郵便外

務事務（配達等の事務）に従事し，第１審原告Ｘ２は，郵便内務事務（窓口業務，区分け作業等の事

務）に従事している。  

 (2)ア 第１審被告に雇用される従業員には，無期労働契約を締結する正社員と有期労働契約を締結する

期間雇用社員が存在し，それぞれに適用される就業規則及び給与規程は異なる。  

 イ 正社員に適用される就業規則において，正社員の勤務時間は，１日について原則８時間，４週間に

ついて１週平均４０時間とされている。  

 平成２６年３月３１日以前の人事制度（以下「旧人事制度」という。）において，正社員は，企画職

群，一般職群（以下「旧一般職」という。）及び技能職群に区分され，このうち郵便局における郵便の

業務を担当していたのは旧一般職であった。  

 そして，平成２６年４月１日以後の人事制度（以下「新人事制度」という。）において，正社員は，管

理職，総合職，地域基幹職及び一般職（以下「新一般職」という。）の各コースに区分され，このうち

郵便局における郵便の業務を担当するのは地域基幹職及び新一般職である。  

 ウ 期間雇用社員に適用される就業規則において，期間雇用社員は，スペシャリスト契約社員，エキス

パート契約社員，月給制契約社員，時給制契約社員及びアルバイトに区分されており，それぞれ契約期

間の長さや賃金の支払方法が異なる。このうち時給制契約社員は，郵便局等での一般的業務に従事し，

時給制で給与が支給されるものとして採用された者であって，契約期間は６か月以内で，契約を更新す

ることができ，正規の勤務時間は，１日について８時間以内，４週間について１週平均４０時間以内と

されている。  

 (3) 正社員に適用され，就業規則の性質を有する給与規程において，郵便の業務を担当する正社員の給

与は，基本給と諸手当で構成されている。諸手当には住居手当，祝日給，特殊勤務手当，夏期手当，年

末手当等がある。このうち特殊勤務手当は，著しく危険，不快，不健康又は困難な勤務その他の著しく

特殊な勤務で，給与上特別の考慮を必要とし，かつ，その特殊性を基本給で考慮することが適当でない

と認められるものに従事する正社員に，その勤務の特殊性に応じて支給するものとされている。特殊勤

務手当の一つである年末年始勤務手当は，１２月２９日から翌年１月３日までの間において実際に勤務

したときに支給されるものであり，その額は，１２月２９日から同月３１日までは１日につき４０００

円，１月１日から同月３日までは１日につき５０００円であるが，実際に勤務した時間が４時間以下の

場合は，それぞれその半額である。  

 また，正社員に適用される就業規則では，郵便の業務を担当する正社員に夏期冬期休暇及び病気休暇

が与えられることとされている。夏期休暇は６月１日から９月３０日まで，冬期休暇は１０月１日から

翌年３月３１日までの各期間において，それぞれ３日まで与えられる有給休暇である。病気休暇は，私

傷病等により，勤務日又は正規の勤務時間中に勤務しない者に与えられる有給休暇であり，私傷病によ

る病気休暇は少なくとも引き続き９０日間まで与えられる。  



- 21 - 

 

 (4) 期間雇用社員に適用され，就業規則の性質を有する給与規程において，郵便の業務を担当する時給

制契約社員の給与は，基本賃金と諸手当で構成されている。諸手当には，祝日割増賃金，特殊勤務手

当，臨時手当等がある。もっとも，上記時給制契約社員に対して年末年始勤務手当は支給されない。  

 また，上記時給制契約社員には，夏期冬期休暇が与えられない一方，期間雇用社員に適用される就業

規則において，病気休暇が与えられることとされているが，私傷病による病気休暇は１年に１０日の範

囲で無給の休暇が与えられるにとどまる。   

 (5)ア 旧一般職及び地域基幹職は，郵便外務事務，郵便内務事務等に幅広く従事すること，昇任や昇格

により役割や職責が大きく変動することが想定されている。他方，新一般職は，郵便外務事務，郵便内

務事務等の標準的な業務に従事することが予定されており，昇任や昇格は予定されていない。  

 また，正社員の人事評価においては，業務の実績そのものに加え，部下の育成指導状況，組織全体に

対する貢献等の項目によって業績が評価されるほか，自己研さん，状況把握，論理的思考，チャレンジ

志向等の項目によって正社員に求められる役割を発揮した行動が評価される。  

イ これに対し，時給制契約社員は，郵便外務事務又は郵便内務事務のうち，特定の業務のみに従事

し，上記各事務について幅広く従事することは想定されておらず，昇任や昇格は予定されていない。  

 また，時給制契約社員の人事評価においては，上司の指示や職場内のルールの遵守等の基本的事項に

関する評価が行われるほか，担当する職務の広さとその習熟度についての評価が行われる一方，正社員

とは異なり，組織全体に対する貢献によって業績が評価されること等はない。  

 (6) 旧一般職を含む正社員には配転が予定されている。ただし，新一般職は，転居を伴わない範囲にお

いて人事異動が命ぜられる可能性があるにとどまる。  

 これに対し，時給制契約社員は，職場及び職務内容を限定して採用されており，正社員のような人事

異動は行われず，郵便局を移る場合には，個別の同意に基づき，従前の郵便局における雇用契約を終了

させた上で，新たに別の郵便局における勤務に関して雇用契約を締結し直している。  

 (7) 時給制契約社員に対しては，正社員に登用される制度が設けられており，人事評価や勤続年数等に

関する応募要件を満たす応募者について，適性試験や面接等により選考される。  

第２ 令和元年（受）第７７７号上告代理人樋󠄀口隆明ほかの上告受理申立て理由（ただし，排除された

ものを除く。）について  

 １ 原審は，郵便の業務を担当する正社員に対して年末年始勤務手当を支給する一方で，同業務を担当

する時給制契約社員である第１審原告らに対してこれを支給しないという労働条件の相違及び私傷病に

よる病気休暇として，上記正社員に対しては有給休暇を与えるものとする一方で，上記時給制契約社員

である第１審原告Ｘ２に対しては無給の休暇のみを与えるものとするという労働条件の相違について，

いずれも労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると判断した。所論は，原審のこの判

断には同条の解釈適用の誤りがある旨をいうものである。  

 ２(1) 年末年始勤務手当について  

 第１審被告における年末年始勤務手当は，郵便の業務を担当する正社員の給与を構成する特殊勤務手

当の一つであり，１２月２９日から翌年１月３日までの間において実際に勤務したときに支給されるも

のであることからすると，同業務についての最繁忙期であり，多くの労働者が休日として過ごしている

上記の期間において，同業務に従事したことに対し，その勤務の特殊性から基本給に加えて支給される

対価としての性質を有するものであるといえる。また，年末年始勤務手当は，正社員が従事した業務の
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内容やその難度等に関わらず，所定の期間において実際に勤務したこと自体を支給要件とするものであ

り，その支給金額も，実際に勤務した時期と時間に応じて一律である。  

 上記のような年末年始勤務手当の性質や支給要件及び支給金額に照らせば，これを支給することとし

た趣旨は，郵便の業務を担当する時給制契約社員にも妥当するものである。そうすると，前記第１の２

(5)～(7)のとおり，郵便の業務を担当する正社員と上記時給制契約社員との間に労働契約法２０条所定

の職務の内容や当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情につき相応の相違があること等を考

慮しても，両者の間に年末年始勤務手当に係る労働条件の相違があることは，不合理であると評価する

ことができるものといえる。  

 したがって，郵便の業務を担当する正社員に対して年末年始勤務手当を支給する一方で，同業務を担

当する時給制契約社員に対してこれを支給しないという労働条件の相違は，労働契約法２０条にいう不

合理と認められるものに当たると解するのが相当である。  

 (2) 病気休暇について  

 ア 有期労働契約を締結している労働者と無期労働契約を締結している労働者との個々の賃金項目に係

る労働条件の相違が労働契約法２０条にいう不合理と認められるものであるか否かを判断するに当たっ

ては，両者の賃金の総額を比較することのみによるのではなく，当該賃金項目の趣旨を個別に考慮すべ

きものと解するのが相当であるところ，賃金以外の労働条件の相違についても，同様に，個々の労働条

件が定められた趣旨を個別に考慮すべきものと解するのが相当である（最高裁平成３０年（受）第１５

１９号令和２年１０月１５日第一小法廷判決・公刊物未登載）。  

 イ 第１審被告において，私傷病により勤務することができなくなった郵便の業務を担当する正社員に

対して有給の病気休暇が与えられているのは，上記正社員が長期にわたり継続して勤務することが期待

されることから，その生活保障を図り，私傷病の療養に専念させることを通じて，その継続的な雇用を

確保するという目的によるものと考えられる。このように，継続的な勤務が見込まれる労働者に私傷病

による有給の病気休暇を与えるものとすることは，使用者の経営判断として尊重し得るものと解され

る。もっとも，上記目的に照らせば，郵便の業務を担当する時給制契約社員についても，相応に継続的

な勤務が見込まれるのであれば，私傷病による有給の病気休暇を与えることとした趣旨は妥当するとい

うべきである。そして，第１審被告においては，上記時給制契約社員は，契約期間が６か月以内とされ

ており，第１審原告らのように有期労働契約の更新を繰り返して勤務する者が存するなど，相応に継続

的な勤務が見込まれているといえる。そうすると，前記第１の２(5)～(7)のとおり，上記正社員と上記

時給制契約社員との間に労働契約法２０条所定の職務の内容や当該職務の内容及び配置の変更の範囲そ

の他の事情につき相応の相違があること等を考慮しても，私傷病による病気休暇の日数につき相違を設

けることはともかく，これを有給とするか無給とするかにつき労働条件の相違があることは，不合理で

あると評価することができるものといえる。  

 したがって，私傷病による病気休暇として，郵便の業務を担当する正社員に対して有給休暇を与える

ものとする一方で，同業務を担当する時給制契約社員に対して無給の休暇のみを与えるものとするとい

う労働条件の相違は，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当であ

る。   
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 ３ 以上によれば，所論の点に関する原審の判断は，いずれも正当として是認することができる。論旨

はいずれも採用することができない。なお，その余の上告受理申立て理由は，上告受理の決定において

排除された。  

 第３ 令和元年（受）第７７８号上告代理人宮里邦雄ほかの上告受理申立て理由 

 第２の２～６について  

 １ 原審は，前記第１の２の事実関係等の下において，郵便の業務を担当する正社員に対しては夏期冬

期休暇を与える一方で，同業務を担当する時給制契約社員に対してはこれを与えないという労働条件の

相違は労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たり，第１審被告が上記相違を設けていた

ことにつき過失があるとした上で，要旨次のとおり判断し，第１審原告らの夏期冬期休暇に係る損害賠

償請求を棄却した。  

 第１審原告らが無給の休暇を取得したこと，夏期冬期休暇が与えられていればこれを取得し賃金が支

給されたであろうこととの事実の主張立証はない。したがって，第１審原告らに夏期冬期休暇を与えら

れないことによる損害が生じたとはいえない。  

 ２ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次のとおりである。  

 第１審被告における夏期冬期休暇は，有給休暇として所定の期間内に所定の日数を取得することがで

きるものであるところ，郵便の業務を担当する時給制契約社員である第１審原告らは，夏期冬期休暇を

与えられなかったことにより，当該所定の日数につき，本来する必要のなかった勤務をせざるを得なか

ったものといえるから，上記勤務をしたことによる財産的損害を受けたものということができる。当該

時給制契約社員が無給の休暇を取得したか否かなどは，上記損害の有無の判断を左右するものではな

い。  

 したがって，郵便の業務を担当する時給制契約社員である第１審原告らについて，無給の休暇を取得

したなどの事実の主張立証がないとして，夏期冬期休暇を与えられないことによる損害が生じたとはい

えないとした原審の判断には，不法行為に関する法令の解釈適用を誤った違法がある。  

 ３ 以上によれば，原審の上記判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。論旨

は理由があり，原判決のうち第１審原告らの夏期冬期休暇に係る損害賠償請求に関する部分は破棄を免

れない。なお，その余の上告受理申立て理由は，上告受理の決定において排除された。  

 第４ 結論  

 以上のとおりであるから，原判決中，第１審原告らの夏期冬期休暇に係る損害賠償請求に関する部分

を破棄し，損害額について更に審理を尽くさせるため，同部分につき本件を原審に差し戻すとともに，

第１審被告の上告及び第１審原告らのその余の上告を棄却することとする。  

 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。  

(裁判長裁判官 山口 厚 裁判官 池上政幸 裁判官 小池 裕 裁判官  木澤克之 裁判官 深山卓也) 
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●日本郵便（大阪）事件 

 

【事案の概要】 

本件は、第一審被告（日本郵便株式会社）の時給制契約社員又は月給制契約社員として有期労働契約を

締結して郵便局で郵便配達等の業務に従事している第一審原告ら（８人）が、第一審被告の正社員との間

で、各労働条件（外務業務手当、郵便外務業務精通手当、年末年始勤務手当、早出勤務等手当、祝日給、

夏期年末手当、住居手当、扶養手当、夏期冬期休暇、病気休暇）に相違があることは労働契約法２０条に

違反している、また、同法施行前は同一労働同一賃金の原則に反するもので公序良俗に反すると主張し

て、第一審被告に対し、（ア）第一審被告の社員給与規程及び社員就業規則のうち各労働条件に関する部

分が適用される労働契約上の地位にあることの確認を求めるとともに、（イ）第一審原告らに社員就業規

則等のうち各労働条件に関する部分が適用された場合に支給されるべき各手当と同額、あるいは、同期

間に第一審原告らに各手当と趣旨の類似する手当が支給されている場合はこれとの差額のうち、（a)同法

施行前においては、不法行為に基づき同額の損害賠償、(b)同法施行後においては、①主位的に、同条の

効力により一審原告らに正社員の各労働条件が適用されることを前提とした労働契約に基づき同額の支

払、②予備的に、不法行為に基づき同額の損害賠償等の支払いを求めた事案である。 

（１）第一審判決（平成 30 年２月 21 日 大阪地裁）は、第一審原告らの請求について、上記（ア）、（イ）

（a）(b)①の主位的請求を棄却し、（イ）（ｂ）②の予備的請求のうち、年末年始勤務手当、住居手当、

扶養手当に係る相違は労働契約法 20 条施行後は不合理と認められるものに当たるとし、不法行為に

基づく損害賠償を命じ、その余の請求を棄却した。これに対し、第１審被告、第１審原告らが控訴し

た。 

（２）第二審判決（平成 31 年 1 月 24 日 大阪高裁）は、以下のとおり年末年始勤務手当、祝日給、住居

手当、夏期冬期休暇、病気休暇については不合理な相違があるとし不法行為に基づく損害賠償を命じ、

扶養手当については不合理と認められないとした。また、その余の労働条件については不合理とは認

められないとした。 

ア 年末年始勤務手当については、相違が存在することは、直ちに不合理なものと評価することは相

当ではないが、契約社員にあっても、有期労働契約を反復して更新し、契約期間を通算した期間が長

期間（5 年）に及んだ場合には、年末年始勤務手当を支給する趣旨・目的（年末年始が最繁忙期にな

るという郵便事業の特殊性から、多くの労働者が休日として過ごしているはずの年末年始の時期に

業務に従事しなければならない正社員の労苦に報いる趣旨）との関係で正社員と契約社員との間に

相違を設ける根拠は薄弱なものとならざるを得ないから、このような場合にも契約社員には正社員

に対して支給される年末年始勤務手当を一切支給しないという労働条件の相違は、もはや労働契約

法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。これを本件についてみ

るに、第一審原告らのうち７名については、有期労働契約を反復して更新し、改正後の労契法施行日

である平成２５年４月１日時点で、契約期間を通算した期間が既に５年（労契法１８条参照）を超え

ているところ、このような契約社員についてまで年末年始勤務手当について上記のような相違を設

けることは、不合理というべきである。一方、他の第一審原告 1 名については、改正後の労契法施行

日である平成２５年４月１日時点での契約期間を通算した期間は約３年にとどまり、必要に応じて

柔軟に労働力を補充、確保するための短期雇用という性質は未だ失われていないといえるから、こ
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のような契約社員について年末年始勤務手当について上記のような相違を設けることは直ちに不合

理とはいえないが、その後、さらに有期労働契約が更新され、契約期間を通算した期間が５年を超え

た平成２７年５月１日以降については、年末年始勤務手当について上記のような相違を設けること

は、不合理というべきである。 

イ 年始期間の勤務に対する祝日給については、第一審被告における契約社員と正社員との年始期間

の特別休暇についての相違が存在することは、直ちに労契法２０条にいう不合理と認められるもの

に当たらないと解されるから、これを反映した祝日給と祝日割増賃金との相違も、同条にいう不合

理と認められるものには当たらない。もっとも、上記アで説示したことは、年始期間の祝日給又は祝

日割増賃金の支給の有無にも当てはまるというべきである。そうすると、本件において、第一審原告

らのうち７名については、有期労働契約を反復して更新し、改正後の労契法施行日である平成２５

年４月１日時点で、契約期間を通算した期間が既に５年を超えているから、年始期間に勤務した場

合の祝日給又は祝日割増賃金の支給の有無に上記相違を設けることは、不合理というべきである。

また、他の第一審原告 1 名については、平成２５年４月１日時点での契約期間を通算した期間は約

３年にとどまるから、上記相違を設けることは、不合理とはいえないが、その後、さらに有期労働契

約が更新され、契約期間を通算した期間が５年を超えた平成２７年５月１日以降も上記相違を設け

ることは、不合理というべきである。 

ウ 住居手当については、①その趣旨目的は、主として、配転に伴う住宅に係る費用負担の軽減とい

う点にあると考えられること、②新一般職は、契約社員と同様に、転居を伴う配転が予定されていな

いにもかかわらず、住居手当が支給されていること、➂契約社員には、長期間の雇用が前提とされて

いないとはいえ、住居に係る費用負担の軽減という観点からは何らの手当等も支給されていないこ

と、以上の点に鑑みれば、住居手当には有為な人材の獲得、定着を図るといった人事上の施策、ある

いは、福利厚生的な要素があること等を考慮したとしても、住居手当の支給についての新一般職と

本件契約社員との労働条件の相違は、不合理なものであるといわざるを得ない。 

エ 扶養手当については、契約社員は、原則として短期雇用を前提とし、必要に応じて柔軟に労働力

を補充、確保するために雇用されたものであり、賃金も年功的賃金体系は採用されておらず、基本的

には従事する業務の内容や就業の場所等に応じて定められているのであるから、長期雇用を前提と

する基本給の補完といった扶養手当の性質及び支給の趣旨に沿わないし、契約社員についても家族

構成や生活状況の変化によって生活費の負担増もあり得るが、基本的には転職等による収入増加で

対応することが想定されている。そうすると、正社員と契約社員との間の扶養手当に関する相違は、

不合理と認めることはできない。 

オ 夏期冬期休暇については、第一審被告は、正社員に対し、一定の期間（夏期休暇は６月１日から

９月３０日まで、冬期休暇は１０月１日から翌年３月３１日まで）に、在籍時期に応じて暦日３日な

いし１日の休暇を付与し、いずれも有給としているが、一審原告ら契約社員に対しては、このような

夏期冬期休暇を付与していない。一般の国家公務員の夏季休暇はお盆の時期に限らず夏季における

心身の健康の維持、増進等を図る趣旨で付与されていると解されるところ、一審被告における夏期

休暇においても、いわゆるお盆休みではなく一般の国家公務員と同様に心身の健康の維持、増進等

を図るための特別の休暇と解される。また、冬期休暇は、１２月２９日から翌年１月３日までの年末

年始特別休暇に由来するものであるが、第一審被告においては年末（１２月２９日から３１日まで）
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に特別休暇が与えられないことを踏まえ、年末年始の期間に限らず冬期の一定の期間に付与された

特別の休暇（有給）であると解される。ところで、夏期冬期休暇についても、長期雇用を前提とする

正社員と原則として短期雇用を前提とする契約社員との間で、異なる制度や運用を採用すること自

体は、相応の合理性があるというべきであり、正社員に対して付与される夏期冬期休暇が契約社員

に対しては付与されないという相違が存在することは、直ちに不合理であると評価することはでき

ない。もっとも、上記アで説示したことは、夏期冬期休暇にも当てはまるというべきである。そうす

ると、本件において、第一審原告らのうち７名については、有期労働契約を反復して更新し、改正後

の労契法施行日である平成２５年４月１日時点で、契約期間を通算した期間が既に５年を超えてい

るから、夏期冬期休暇について上記相違を設けることは、不合理というべきである。また、他の第一

審原告 1 名については、平成２５年４月１日時点での契約期間を通算した期間は約３年にとどまる

から上記相違を設けることは不合理とはいえないが、その後、さらに有期労働契約が更新され、契約

期間を通算した期間が５年を超えた平成２７年５月１日以降も上記相違を設けることは、不合理と

いうべきである。 

カ 病気休暇については、第一審被告は、正社員に対し、業務上の事由若しくは通勤による傷病以外

の私傷病により、最小限度所属長が必要と認める期間において、勤務日又は正規の勤務時間中に勤

務しない場合、その勤務しない期間について病気休暇を付与し、その場合は有給としているが、第一

審原告ら契約社員に対しては、病気休暇の付与を１年度において１０日の範囲内に限定し、かつ、無

給としている。病気休暇についても、長期雇用を前提とする正社員と原則として短期雇用を前提と

する契約社員との間で、病気休暇について異なる制度や運用を採用すること自体は、相応の合理性

があるというべきであり、第一審被告における契約社員と正社員との間で病気休暇の期間やその間

有給とするか否かについての相違が存在することは、直ちに不合理であると評価することはできな

い。もっとも、上記アで説示したことは、病気休暇にも当てはまるというべきである。そうすると、

本件において、一審原告らのうち７名については、有期労働契約を反復して更新し、改正後の労契法

施行日である平成２５年４月１日時点で、契約期間を通算した期間が既に５年を超えているから、

病気休暇の期間及びその間の有給・無給の相違を設けることは、不合理というべきである。また、他

の第一審原告 1 名については、平成２５年４月１日時点での契約期間を通算した期間は約３年にと

どまるから、上記相違を設けることは不合理とはいえないが、その後、さらに有期労働契約が更新さ

れ、契約期間を通算した期間が５年を超えた平成２７年５月１日以降も病気休暇について上記相違

を設けることは、不合理というべきである。 

 

【令和 2 年 10 月 15 日最高裁第一小法廷判決】 

令和元年（受）第７９４号，第７９５号 地位確認等請求事件  

令和２年１０月１５日 第一小法廷判決  

    

            主     文  

１ 第１審被告の上告を棄却する。  

２ 原判決中，次の部分を破棄する。  
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 (1) 第１審原告Ｘ１の平成２７年４月３０日以前における年末年始勤務手当及び同日以前における１月

１日から同月３日までの期間（ただし，祝日を除く。）の勤務に対する祝日給に係る損害賠償請求に関

する部分  

 (2) 第１審原告Ｘ２及び第１審原告Ｘ３の扶養手当に係る損害賠償請求に関する部分  

３ 前項の破棄部分につき，本件を大阪高等裁判所に差し戻す。  

４ 第１審原告Ｘ１，第１審原告Ｘ２及び第１審原告Ｘ３のその余の上告を棄却する。  

５ 第１項に関する上告費用は第１審被告の負担とし，前項に関する上告費用は第１審原告Ｘ１，第１

審原告Ｘ２及び第１審原告Ｘ３の負担とする。  

            理     由  

 第１ 事案の概要  

 １ 本件は，第１審被告と期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）を締結して勤

務し，又は勤務していた時給制契約社員又は月給制契約社員である第１審原告らが，期間の定めのない

労働契約（以下「無期労働契約」という。）を締結している労働者（以下「正社員」という。）と第１審

原告らとの間で，年末年始勤務手当，祝日給，扶養手当，夏期休暇及び冬期休暇（以下「夏期冬期休

暇」という。）等に相違があったことは労働契約法２０条（平成３０年法律第７１号による改正前のも

の。以下同じ。）に違反するものであったと主張して，第１審被告に対し，不法行為に基づき，上記相

違に係る損害賠償を求めるなどの請求をする事案である。  

 ２ 原審の確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。  

 (1)ア 第１審被告は，国及び日本郵政公社が行っていた郵便事業を承継した郵便局株式会社及び郵便事

業株式会社の合併により，平成２４年１０月１日に成立した株式会社であり，郵便局を設置して，郵便

の業務，銀行窓口業務，保険窓口業務等を営んでいる。  

 イ 第１審原告Ｘ１を除く第１審原告らは，いずれも，国又は日本郵政公社に有期任用公務員として任

用された後，平成１９年１０月１日，郵便事業株式会社との間で有期労働契約を締結し，同社及び第１

審被告との間でその更新を繰り返して，郵便外務事務（配達等の事務）に従事し，又は従事していた時

給制契約社員又は月給制契約社員である。このうち，第１審原告Ｘ３は，平成２４年８月１日に時給制

契約社員から月給制契約社員となったが，その余の者は，いずれも時給制契約社員である。また，第１

審原告Ｘ４は，平成２８年３月３１日，第１審被告を退職した。  

 第１審原告Ｘ１は，平成２２年４月，郵便事業株式会社との間で有期労働契約を締結し，同社及び第

１審被告との間で有期労働契約の締結又は更新を繰り返して，郵便外務事務に従事する時給制契約社員

である。  

 (2)ア 第１審被告に雇用される従業員には，無期労働契約を締結する正社員と有期労働契約を締結する

期間雇用社員が存在し，それぞれに適用される就業規則及び給与規程は異なる。  

 イ 正社員に適用される就業規則において，正社員の勤務時間は，１日について原則８時間，４週間に

ついて１週平均４０時間とされている。  

 平成２６年３月３１日以前の人事制度（以下「旧人事制度」という。）において，正社員は，企画職

群，一般職群（以下「旧一般職」という。）及び技能職群に区分され，このうち郵便局における郵便の

業務を担当していたのは旧一般職であった。  
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 そして，平成２６年４月１日以後の人事制度（以下「新人事制度」という。）において，正社員は，管

理職，総合職，地域基幹職及び一般職（以下「新一般職」という。）の各コースに区分され，このうち

郵便局における郵便の業務を担当するのは地域基幹職及び新一般職である。  

 ウ 期間雇用社員に適用される就業規則において，期間雇用社員は，スペシャリスト契約社員，エキス

パート契約社員，月給制契約社員，時給制契約社員及びアルバイトに区分されており，それぞれ契約期

間の長さや賃金の支払方法が異なる。このうち時給制契約社員は，郵便局等での一般的業務に従事し，

時給制で給与が支給されるものとして採用された者であって，契約期間は６か月以内で，契約を更新す

ることができ，正規の勤務時間は，１日について８時間以内，４週間について１週平均４０時間以内と

されている。また，月給制契約社員は，高い知識・能力を発揮して郵便局等での一般的業務に従事し，

月給制で給与が支給されるものとして採用された者であって，契約期間は１年以内で，契約を更新する

ことができ，正規の勤務時間は，１日について６時間以上８時間以内，４週間について１週平均４０時

間，３５時間又は３０時間とされている。  

 (3) 正社員に適用され，就業規則の性質を有する給与規程において，郵便の業務を担当する正社員の給

与は，基本給と諸手当で構成されている。諸手当には，扶養手当，住居手当，祝日給，特殊勤務手当，

夏期手当，年末手当等がある。  

 このうち扶養手当は，所定の扶養親族のある者に支給されるものであり，その額は，扶養親族の種類

等に応じて，扶養親族１人につき月額１５００円～１万５８００円である。  

 また，祝日給は，正社員が祝日において割り振られた正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられて

勤務したとき（祝日代休が指定された場合を除く。）及び祝日を除く１月１日から同月３日までの期間

（以下「年始期間」という。）に勤務したときに支給されるものであり，その額は，月の初日から末日

までの間における祝日給の支給対象時間（勤務時間）に次の算式により求められる額を乗じて得た額で

ある。なお，正社員に適用される就業規則において，郵便の業務を担当する正社員には，年始期間につ

いて特別休暇が与えられるものとされている。  

 （（基本給の月額＋基本給及び扶養手当の月額に係る調整手当の月額＋隔遠地手当の月額）×１２／年

間所定勤務時間数）×１００分の１３５  

 さらに，特殊勤務手当は，著しく危険，不快，不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で，

給与上特別の考慮を必要とし，かつ，その特殊性を基本給で考慮することが適当でないと認められるも

のに従事する正社員に，その勤務の特殊性に応じて支給するものとされている。特殊勤務手当の一つで

ある年末年始勤務手当は，１２月２９日から翌年１月３日までの間において実際に勤務したときに支給

されるものであり，その額は，１２月２９日から同月３１日までは１日につき４０００円，１月１日か

ら同月３日までは１日につき５０００円であるが，実際に勤務した時間が４時間以下の場合は，それぞ

れその半額である。  

 このほか，正社員に適用される就業規則では，郵便の業務を担当する正社員に夏期冬期休暇が与えら

れることとされている。夏期休暇は６月１日から９月３０日まで，冬期休暇は１０月１日から翌年３月

３１日までの各期間において，それぞれ３日まで与えられる有給休暇である。  

 (4)ア 期間雇用社員に適用され，就業規則の性質を有する給与規程において，郵便の業務を担当する時

給制契約社員の給与は，基本賃金と諸手当で構成されている。諸手当には，祝日割増賃金，特殊勤務手

当，臨時手当等がある。  
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 このうち祝日割増賃金は，時給制契約社員が祝日に勤務することを命ぜられて勤務したときに支給さ

れるものであり，その額は，月の初日から末日までの期間における祝日割増賃金の支給対象時間（勤務

時間）に，基本賃金額（時給）の１００分の３５を乗じて得た額である。  

 イ 期間雇用社員に適用され，就業規則の性質を有する給与規程において，郵便の業務を担当する月給

制契約社員の給与は，基本賃金と諸手当で構成されている。 

諸手当には，祝日割増賃金，特殊勤務手当，臨時手当等がある。  

 このうち祝日割増賃金は，月給制契約社員が祝日において割り振られた正規の勤務時間中に勤務する

ことを命ぜられて勤務したときに支給されるものであり，その額は，月の初日から末日までの間におけ

る祝日割増賃金の支給対象時間（勤務時間）に次の算式により求められる額を乗じて得た額である。  

 （基本賃金額（月給）×１２／年間所定勤務時間数）×１００分の１３５  

 ウ もっとも，郵便の業務を担当する時給制契約社員及び月給制契約社員（以下，併せて「本件契約社

員」という。）に対して，扶養手当及び年末年始勤務手当は支給されず，祝日割増賃金は，正社員に対

する祝日給とは異なり，年始期間に勤務したときには支給されない。なお，本件契約社員には年始期間

について特別休暇は与えられていない。  

 また，本件契約社員に対して，夏期冬期休暇は与えられていない。  

 (5)ア 旧一般職及び地域基幹職は，郵便外務事務，郵便内務事務等に幅広く従事すること，昇任や昇格

により役割や職責が大きく変動することが想定されている。他方，新一般職は，郵便外務事務，郵便内

務事務等の標準的な業務に従事することが予定されており，昇任や昇格は予定されていない。  

 また，正社員の人事評価においては，業務の実績そのものに加え，部下の育成指導状況，組織全体に

対する貢献等の項目によって業績が評価されるほか，自己研さん，状況把握，論理的思考，チャレンジ

志向等の項目によって正社員に求められる役割を発揮した行動が評価される。  

 イ これに対し，本件契約社員は，郵便外務事務又は郵便内務事務のうち，特定の業務のみに従事し，

上記各事務について幅広く従事することは想定されておらず，昇任や昇格は予定されていない。  

 また，時給制契約社員の人事評価においては，上司の指示や職場内のルールの遵守等の基本的事項に

関する評価が行われるほか，担当する職務の広さとその習熟度についての評価が行われる。月給制契約

社員の人事評価においては，業務を適切に遂行していたかなどの観点によって業績が評価されるほか，

上司の指示の理解，上司への伝達等の基本的事項や，他の期間雇用社員への助言等の観点により，月給

制契約社員に求められる役割を発揮した行動が評価される。他方，本件契約社員の人事評価において

は，正社員とは異なり，組織全体に対する貢献によって業績が評価されること等はない。  

 (6) 旧一般職を含む正社員には配転が予定されている。ただし，新一般職は，転居を伴わない範囲にお

いて人事異動が命ぜられる可能性があるにとどまる。  

 これに対し，本件契約社員は，職場及び職務内容を限定して採用されており，正社員のような人事異

動は行われず，郵便局を移る場合には，個別の同意に基づき，従前の郵便局における雇用契約を終了さ

せた上で，新たに別の郵便局における勤務に関して雇用契約を締結し直している。  

 (7) 本件契約社員に対しては，正社員に登用される制度が設けられており，人事評価や勤続年数等に関

する応募要件を満たす応募者について，適性試験や面接等により選考される。  
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 第２ 令和元年（受）第７９４号上告代理人樋󠄀口隆明ほかの上告受理申立て理由第２並びに同第７９５

号上告代理人森博行ほかの上告受理申立て理由第２及び第４の２（ただし，いずれも排除されたものを

除く。）について  

 １ 原審は，前記第１の２の事実関係等の下において，要旨次のとおり判断し，郵便事業株式会社及び

第１審被告との間で更新された有期労働契約の契約期間を通算した期間（以下「通算雇用期間」とい

う。）が５年を超えていた時期における第１審原告らの年末年始勤務手当及び年始期間の勤務に対する

祝日給に係る損害賠償請求の一部を認容すべきものとする一方，第１審原告Ｘ１について，通算雇用期

間が５年を超えていなかった平成２７年４月３０日以前の年末年始勤務手当及び同日以前の年始期間の

勤務に対する祝日給に係る損害賠償請求を棄却すべきものとした。  

 (1) 第１審被告における年末年始勤務手当は，年末年始の時期に業務に従事しなければならない正社員

の労苦に報いる趣旨で支給されるものであるところ，本件契約社員が原則として短期雇用を前提とする

こと等からすると，正社員に対して年末年始勤務手当を支給する一方で，本件契約社員に対してこれを

支給しないという労働条件の相違は，直ちに労働契約法２０条にいう不合理と認められるものには当た

らない。もっとも，本件契約社員であっても，通算雇用期間が５年を超える場合には，正社員との間に

年末年始勤務手当に係る労働条件の相違を設ける根拠は薄弱なものとならざるを得ず，上記相違は，同

条にいう不合理と認められるものに当たる。  

 (2) 第１審被告において，正社員に対して年始期間の勤務に対する祝日給を支給する一方で，本件契約

社員に対してこれに対応する祝日割増賃金を支給しないという労働条件の相違は，年始期間につき正社

員に対してのみ与えられる特別休暇についての相違を反映したものであるところ，長期雇用を前提とす

る正社員と，原則として短期雇用を前提とする本件契約社員との間で，休暇等について異なる制度や運

用を採用することには一定の合理性があるから，上記特別休暇についての相違が直ちに労働契約法２０

条にいう不合理と認められるものには当たらず，これを反映した上記祝日給についての相違も，同条に

いう不合理と認められるものには当たらない。もっとも，本件契約社員であっても，通算雇用期間が５

年を超える場合には，上記相違を設ける根拠は薄弱なものとならざるを得ず，上記相違は，同条にいう

不合理と認められるものに当たる。  

 ２ しかしながら，原審の上記判断はいずれも是認することができない。その理由は，次のとおりであ

る。  

 (1) 年末年始勤務手当について  

 第１審被告における年末年始勤務手当は，郵便の業務を担当する正社員の給与を構成する特殊勤務手

当の一つであり，１２月２９日から翌年１月３日までの間において実際に勤務したときに支給されるも

のであることからすると，同業務についての最繁忙期であり，多くの労働者が休日として過ごしている

上記の期間において，同業務に従事したことに対し，その勤務の特殊性から基本給に加えて支給される

対価としての性質を有するものであるといえる。また，年末年始勤務手当は，正社員が従事した業務の

内容やその難度等に関わらず，所定の期間において実際に勤務したこと自体を支給要件とするものであ

り，その支給金額も，実際に勤務した時期と時間に応じて一律である。  

 上記のような年末年始勤務手当の性質や支給要件及び支給金額に照らせば，これを支給することとし

た趣旨は，本件契約社員にも妥当するものである。そうすると，前記第１の２(5)～(7)のとおり，郵便

の業務を担当する正社員と本件契約社員との間に労働契約法２０条所定の職務の内容や当該職務の内容
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及び配置の変更の範囲その他の事情につき相応の相違があること等を考慮しても，両者の間に年末年始

勤務手当に係る労働条件の相違があることは，不合理であると評価することができるものといえる。  

 したがって，郵便の業務を担当する正社員に対して年末年始勤務手当を支給する一方で，本件契約社

員に対してこれを支給しないという労働条件の相違は，労働契約法２０条にいう不合理と認められるも

のに当たると解するのが相当である。   

 (2) 年始期間の勤務に対する祝日給について  

 第１審被告における祝日給は，祝日のほか，年始期間の勤務に対しても支給されるものである。年始

期間については，郵便の業務を担当する正社員に対して特別休暇が与えられており，これは，多くの労

働者にとって年始期間が休日とされているという慣行に沿った休暇を設けるという目的によるものであ

ると解される。これに対し，本件契約社員に対しては，年始期間についての特別休暇は与えられず，年

始期間の勤務に対しても，正社員に支給される祝日給に対応する祝日割増賃金は支給されない。そうす

ると，年始期間の勤務に対する祝日給は，特別休暇が与えられることとされているにもかかわらず最繁

忙期であるために年始期間に勤務したことについて，その代償として，通常の勤務に対する賃金に所定

の割増しをしたものを支給することとされたものと解され，郵便の業務を担当する正社員と本件契約社

員との間の祝日給及びこれに対応する祝日割増賃金に係る上記の労働条件の相違は，上記特別休暇に係

る労働条件の相違を反映したものと考えられる。  

 しかしながら，本件契約社員は，契約期間が６か月以内又は１年以内とされており，第１審原告らの

ように有期労働契約の更新を繰り返して勤務する者も存するなど，繁忙期に限定された短期間の勤務で

はなく，業務の繁閑に関わらない勤務が見込まれている。そうすると，最繁忙期における労働力の確保

の観点から，本件契約社員に対して上記特別休暇を付与しないこと自体には理由があるということはで

きるものの，年始期間における勤務の代償として祝日給を支給する趣旨は，本件契約社員にも妥当する

というべきである。そうすると，前記第１の２(5)～(7)のとおり，郵便の業務を担当する正社員と本件

契約社員との間に労働契約法２０条所定の職務の内容や当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の

事情につき相応の相違があること等を考慮しても，上記祝日給を正社員に支給する一方で本件契約社員

にはこれに対応する祝日割増賃金を支給しないという労働条件の相違があることは，不合理であると評

価することができるものといえる。   

 したがって，郵便の業務を担当する正社員に対して年始期間の勤務に対する祝日給を支給する一方

で，本件契約社員に対してこれに対応する祝日割増賃金を支給しないという労働条件の相違は，労働契

約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。  

 ３ 以上と異なる原審の上記判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。第１審

原告Ｘ１の論旨は以上の趣旨をいうものとして理由がある。他方，以上によれば，第１審被告の論旨は

採用することができない。  

 第３ 令和元年（受）第７９５号上告代理人森博行ほかの上告受理申立て理由第７について  

 １ 原審は，前記第１の２の事実関係等の下において，要旨次のとおり判断し，第１審原告Ｘ２及び第

１審原告Ｘ３の扶養手当に係る損害賠償請求を棄却した。  

 第１審被告における扶養手当は，長期雇用を前提として基本給を補完する生活手当としての性質及び

趣旨を有するものであるところ，本件契約社員が原則として短期雇用を前提とすること等からすると，
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正社員に対して扶養手当を支給する一方で，本件契約社員に対してこれを支給しないという労働条件の

相違は，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たらない。  

 ２ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，次のとおりである。  

 第１審被告において，郵便の業務を担当する正社員に対して扶養手当が支給されているのは，上記正

社員が長期にわたり継続して勤務することが期待されることから，その生活保障や福利厚生を図り，扶

養親族のある者の生活設計等を容易にさせることを通じて，その継続的な雇用を確保するという目的に

よるものと考えられる。このように，継続的な勤務が見込まれる労働者に扶養手当を支給するものとす

ることは，使用者の経営判断として尊重し得るものと解される。もっとも，上記目的に照らせば，本件

契約社員についても，扶養親族があり，かつ，相応に継続的な勤務が見込まれるのであれば，扶養手当

を支給することとした趣旨は妥当するというべきである。そして，第１審被告においては，本件契約社

員は，契約期間が６か月以内又は１年以内とされており，第１審原告らのように有期労働契約の更新を

繰り返して勤務する者が存するなど，相応に継続的な勤務が見込まれているといえる。そうすると，前

記第１の２(5)～(7)のとおり，上記正社員と本件契約社員との間に労働契約法２０条所定の職務の内容

や当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情につき相応の相違があること等を考慮しても，両

者の間に扶養手当に係る労働条件の相違があることは，不合理であると評価することができるものとい

うべきである。  

 したがって，郵便の業務を担当する正社員に対して扶養手当を支給する一方で，本件契約社員に対し

てこれを支給しないという労働条件の相違は，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当た

ると解するのが相当である。  

 ３ 以上と異なる原審の上記判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。論旨は

以上の趣旨をいうものとして理由がある。  

 第４ 令和元年（受）第７９４号上告代理人樋󠄀口隆明ほかの上告受理申立て理由第３の４について  

 １ 原審は，郵便の業務を担当する正社員に対して夏期冬期休暇を与える一方で，本件契約社員である

第１審原告らに対してこれを与えないという労働条件の相違が労働契約法２０条にいう不合理と認めら

れるものに当たることを前提に，上記相違によって夏期冬期休暇の日数分の賃金に相当する額の損害が

発生したと判断した。所論は，原審のこの判断には民法７０９条の解釈適用の誤りがある旨をいうも 

のである。  

 ２ 第１審被告における夏期冬期休暇は，有給休暇として所定の期間内に所定の日数を取得することが

できるものであるところ，本件契約社員である第１審原告らは，夏期冬期休暇を与えられなかったこと

により，当該所定の日数につき，本来する必要のなかった勤務をせざるを得なかったものといえるか

ら，上記勤務をしたことによる財産的損害を受けたものということができる。  

 以上と同旨の原審の判断は，正当として是認することができる。論旨は採用することができない。  

 第５ 結論  

 以上のとおりであるから，原判決中，第１審原告Ｘ１の平成２７年４月３０日以前における年末年始

勤務手当及び同日以前における年始期間の勤務に対する祝日給に係る損害賠償請求に関する部分並びに

第１審原告Ｘ２及び第１審原告Ｘ３の扶養手当に係る損害賠償請求に関する部分を破棄し，損害額等に

ついて更に審理を尽くさせるため，これらの部分につき本件を原審に差し戻すとともに，第１審被告の
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上告並びに第１審原告Ｘ１，第１審原告Ｘ２及び第１審原告Ｘ３のその余の上告を棄却することとす

る。なお，その余の上告受理申立て理由は，上告受理の決定において排除された。  

 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。  

(裁判長裁判官 山口 厚 裁判官 池上政幸 裁判官 小池 裕 裁判官 木澤克之 裁判官 深山卓也)  
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●日本郵便（佐賀）事件 

 

【事案の概要】 

本件は、第一審被告 Y１（日本郵便株式会社）との間で、時給制契約社員として有期労働契約を締結し、

同社の運営する郵便局において、所属課の上司である第一審被告Ｙ２の下で郵便の集配業務に従事後、退

職した第１審原告が、①時間外労働に対する割増賃金未払相当額の損害賠償、②年次有給休暇使用に対

する未払賃金等、➂①②に関する付加金、④年賀はがき等の自費による商品買取りの強要に伴う損害賠

償、⑤第一審被告Ｙ２の第一審原告に対する暴言、暴行に対しての慰謝料等、⑥時給制契約社員の労働条

件についての第一審被告 Y１の正社員との相違が労働契約法 20 条違反に当たることによる不法行為に基

づく損害賠償、⑦弁護士費用の支払いを求めた事案である。 

（１）第一審判決（平成 29 年 6 月 30 日 佐賀地裁）は、①➂⑤⑦の請求の一部を認め、その余の請求を

棄却した。これに対し、第一審原告が、これを不服として控訴をし、第一審被告らが附帯控訴をした。 

（２）第二審判決（平成 30 年 5 月 24 日 福岡高裁）は、各控訴については、各労働条件（基本賃金・通

勤費、祝日給、早出勤務等手当、夏期、年末手当、作業能率評価手当、外務業務手当、夏期及び冬期

休暇）のうち、以下のとおり夏期及び冬期休暇についての労働契約法２０条違反による不法行為に基

づく損害賠償を認容し、その他の請求についてはいずれも理由がないとして、基本的に第一審判決を

維持した。 

ア 夏期及び冬期休暇については、主としてお盆や年末年始の慣習を背景にしたものであることに照

らすと、かかる休暇が正社員に対し定年までの長期にわたり会社に貢献することへのインセンティ

ブを与えるという面を有しているとしても、そのような時期に同様に就労している正社員と時給制

契約社員との間で休暇の有無に相違があることについて、その職務内容等の違いを理由にその相違

を説明することはできず、制度として時給制契約社員にこれが全く付与されないことについては、

不合理な相違であるといわざるを得ない。第一審原告が正社員とほぼ同程度の勤務日数、勤務時間

で就労していたと認められることに照らすならば、第一審原告に対しては、同程度の休暇を付与す

るのが相当であったというべきである。 

 

【令和 2 年 10 月 15 日最高裁第一小法廷判決】 

 

平成３０年（受）第１５１９号 未払時間外手当金等請求控訴，同附帯控訴事件  

令和２年１０月１５日 第一小法廷判決  

   

            主     文  

       本件上告を棄却する。  

       上告費用は上告人の負担とする。  

            理     由  

 上告代理人樋󠄀口隆明ほかの上告受理申立て理由第２及び第３の２について  

 １ 本件は，上告人と期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）を締結して勤務し

た時給制契約社員である被上告人が，期間の定めのない労働契約（以下「無期労働契約」という。）を
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締結している労働者（以下「正社員」という。）と被上告人との間で，夏期休暇及び冬期休暇（以下

「夏期冬期休暇」という。）等に相違があったことは労働契約法２０条（平成３０年法律第７１号によ

る改正前のもの。以下同じ。）に違反するものであったと主張して，上告人に対し，不法行為に基づ

き，上記相違に係る損害賠償を求めるなどの請求をする事案である。  

 ２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。  

 (1) 上告人は，国及び日本郵政公社が行っていた郵便事業を承継した郵便局株式会社及び郵便事業株式

会社の合併により，平成２４年１０月１日に成立した株式会社であり，郵便局を設置して，郵便の業

務，銀行窓口業務，保険窓口業務等を営んでいる。  

 被上告人は，平成２２年６月７日，郵便事業株式会社との間で有期労働契約を締結し，同社及び上告

人との間でその更新を繰り返して，郵便外務事務（配達等の事務）に従事する時給制契約社員であった

が，同２５年１２月１４日，上告人を退職した。  

 (2) 上告人に雇用される従業員には，無期労働契約を締結する正社員と有期労働契約を締結する期間雇

用社員が存在し，それぞれに適用される就業規則及び給与規程は異なる。  

 正社員に適用される就業規則において，正社員の勤務時間は，１日について原則８時間，４週間につ

いて１週平均４０時間とされている。正社員の中には，被上告人と同様の業務に従事する者があるが，

正社員は，業務上の必要性により配置転換や職種転換を命じられることがあり，多様な業務に従事して

いる。また，正社員のうちの一定程度の割合の者が課長代理，課長等の役職者となるところ，正社員の

人事評価においては，評価項目が多岐にわたり，組織全体への貢献を考慮した項目についても評価され

るものとされている。  

 期間雇用社員に適用される就業規則において，期間雇用社員は，スペシャリスト契約社員，エキスパ

ート契約社員，月給制契約社員，時給制契約社員及びアルバイトに区分されており，それぞれ契約期間

の長さや賃金の支払方法が異なる。このうち時給制契約社員は，郵便局等での一般的業務に従事し，時

給制で給与が支給されるものとして採用された者であって，契約期間は６か月以内で，契約を更新する

ことができ，正規の勤務時間は，１日について８時間以内，４週間について１週平均４０時間以内とさ

れている。そして，時給制契約社員は，担当業務に継続して従事し，郵便局を異にする人事異動は行わ

れず，昇任や昇格も予定されていない。また，時給制契約社員の人事評価においては，担当業務につい

ての評価がされるのみである。  

 (3) 正社員に適用される就業規則では，郵便の業務を担当する正社員に夏期冬期休暇が与えられること

とされている。夏期休暇は６月１日から９月３０日まで，冬期休暇は１０月１日から翌年３月３１日ま

での各期間において，それぞれ３日まで与えられる有給休暇である。  

 これに対し，郵便の業務を担当する時給制契約社員には夏期冬期休暇が与えられない。  

 ３ 原審は，郵便の業務を担当する正社員に対して夏期冬期休暇を与える一方で，同業務を担当する時

給制契約社員に対してこれを与えないという労働条件の相違は労働契約法２０条にいう不合理と認めら

れるものに当たり，上記相違によって夏期冬期休暇の日数分の賃金に相当する額の損害が発生したと判

断した。所論は，原審のこの判断には法令の解釈適用の誤りがある旨をいうものである。  

 ４(1) 有期労働契約を締結している労働者と無期労働契約を締結している労働者との個々の賃金項目に

係る労働条件の相違が労働契約法２０条にいう不合理と認められるものであるか否かを判断するに当た

っては，両者の賃金の総額を比較することのみによるのではなく，当該賃金項目の趣旨を個別に考慮す
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べきものと解するのが相当である（最高裁平成２９年（受）第４４２号同３０年６月１日第二小法廷判

決・民集７２巻２号２０２頁）ところ，賃金以外の労働条件の相違についても，同様に，個々の労働条

件の趣旨を個別に考慮すべきものと解するのが相当である。  

 上告人において，郵便の業務を担当する正社員に対して夏期冬期休暇が与えられているのは，年次有

給休暇や病気休暇等とは別に，労働から離れる機会を与えることにより，心身の回復を図るという目的

によるものであると解され，夏期冬期休暇の取得の可否や取得し得る日数は上記正社員の勤続期間の長

さに応じて定まるものとはされていない。そして，郵便の業務を担当する時給制契約社員は，契約期間

が６か月以内とされるなど，繁忙期に限定された短期間の勤務ではなく，業務の繁閑に関わらない勤務

が見込まれているのであって，夏期冬期休暇を与える趣旨は，上記時給制契約社員にも妥当するという

べきである。  

 そうすると，前記２(2)のとおり，郵便の業務を担当する正社員と同業務を担当する時給制契約社員と

の間に労働契約法２０条所定の職務の内容や当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情につき

相応の相違があること等を考慮しても，両者の間に夏期冬期休暇に係る労働条件の相違があることは，

不合理であると評価することができるものといえる。  

 したがって，郵便の業務を担当する正社員に対して夏期冬期休暇を与える一方で，郵便の業務を担当

する時給制契約社員に対して夏期冬期休暇を与えないという労働条件の相違は，労働契約法２０条にい

う不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。  

 (2) また，上告人における夏期冬期休暇は，有給休暇として所定の期間内に所定の日数を取得すること

ができるものであるところ，郵便の業務を担当する時給制契約社員である被上告人は，夏期冬期休暇を

与えられなかったことにより，当該所定の日数につき，本来する必要のなかった勤務をせざるを得なか

ったものといえるから，上記勤務をしたことによる財産的損害を受けたものということができる。  

 ５ 以上と同旨の原審の判断は，いずれも正当として是認することができる。論旨は採用することがで

きない。また，その余の上告受理申立て理由は，上告受理の決定において排除された。  

 よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。  

(裁判長裁判官 山口 厚 裁判官 池上政幸 裁判官 小池 裕 裁判官  木澤克之 裁判官 深山卓也) 

  


